




ファンドの運用方針に従い、ソシエテ・ジェネラル・ルクセンブルグ・エス・エイが発行する
ユーロ円建債券を主要投資対象とし、利息収益の確保と信託財産の成長を図ることを目指して運
用を行いました。投資対象資産の価格変動等による基準価額の変動要因は以下の通りとなりまし
た。

（上昇要因）
・利息収入が積み上がったこと
・2025年1月下旬より償還時にかけて、組入債券の満期償還を控えてイタリア国債信用スプレッ
ドがプラスに寄与したこと

（下落要因）
・日本の金融政策が引き締めに向かう中、日本の短期金利が上昇したこと
・ファンド運用上の諸コストを計上したこと

（円） （億円）

第6期首(2024年3月25日)：10,187円
償 還 時(2025年3月14日)：10,291円36銭(既払分配金－円)
騰落率：1.0%(分配金再投資ベース)

※当ファンドは、ソシエテ・ジェネラル・
ルクセンブルグ・エス・エイが発行す
るユーロ円建債券を主要投資対象とし
ます。特定の指数を上回るまたは連動
をめざした運用を行っていないため、
また、適切に比較できる指数がないた
め、ベンチマークおよび参考指数を設
定しておりません。

分配金再投資基準価額〔左軸〕
基準価額〔左軸〕
純資産総額〔右軸〕
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基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は分配金実績があった場合、分配金（税込み）を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運
用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※単位型投資信託は実際には分配金は再投資されませんのでご留意ください。
※騰落率は、小数点以下第2位を四捨五入して表示しております。

基準価額の主な変動要因

◎当期の運用経過



①第1回

②第2回以降

第1回利払は固定利率が適用されます。

クーポン基準日の米ドル円為替レートと比較したクーポン判定日の米ドル円為替
レートにより次のとおりとなります。
110.735円以上の円安の場合：年率
110.735円未満の円高の場合：年率

銘柄名：イタリア国債ユーロ円建リパッケージ債券（為替参照利回り変動型）

＜クーポンレート（利率）決定の仕組み＞

利払日（償還日）

2025年3月11日

クーポンレート
（年率）
2.15% 2019年3月29日

クーポン基準日
米ドル円為替レート

110.735円 2025年2月25日

クーポン判定日
米ドル円為替レート

149.725円
※米ドル円為替レートは原則として午後3時(東京時間)におけるBloomberg BFIX米ドル円為替相場の仲値
(出所：Bloomberg)

固定利率 年率 1.49％

2.15％
0.51％

期首の運用方針に基づき、ソシエテ・ジェネラル・ルクセンブルグ・エス・エイが発行する
ユーロ円建債券の組入比率を高位に維持しました。
なお、2025年3月11日にイタリア国債ユーロ円建リパッケージ債券は償還を迎えました。
当期における投資対象債券の利率決定に関しては以下の通りとなりました。

当期のユーロ圏全般の金利は上昇（債券価格は下落）しました。ＥＣＢ（欧州中央銀行）は
2024年6月より6回の利下げを行いましたが、償還時近くにウクライナ支援へ独自の防衛力を強
化する「再軍備計画」を進めるなかで、ＥＵ（欧州連合）が財政規律を緩める方針を示し国債
増発への警戒が広がったことから金利は上昇しました。
イタリア国債の信用スプレッドについては投資しているイタリア国債ユーロ円建リパッケー
ジ債券における担保証券（イタリア国債、5.0％、2025年3月1日償還（ユーロ建て））の満期
が近くなっており、小動きとなりました。

投資環境

当該投資信託のポートフォリオ



当ファンドは、ソシエテ・ジェネラル・ルクセンブルグ・エス・エイが発行するユーロ円建債
券を主要投資対象とします。特定の指数を上回るまたは連動をめざした運用を行っていないた
め、また、適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりませ
ん。

当該投資信託のベンチマークとの差異



◎設定以来の運用経過(2019年3月29日～2025年3月14日)
基準価額と収益分配金

基準価額の主な変動要因

基準価額は、設定時10,000円で始まり償還日10,291円36銭で終わりました。騰落率（分配金再投資
ベース）は＋8.3％でした。設定以来お支払した分配金（税込み）は526円でした。収益分配にあてず
信託財産内に留保した利益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本部分
と同一の運用を行いました。

ファンドの運用方針に従い、ソシエテ・ジェネラル・ルクセンブルグ・エス・エイが発行するユー
ロ円建債券を主要投資対象とし、利息収益の確保と信託財産の成長を図ることを目指して運用を行い
ました。投資対象資産の価格変動等による基準価額の変動要因は以下の通りとなりました。

（上昇要因）
・利息収入が積み上がったこと
・相対的に利回りの高いイタリア国債を選好する動きから信用スプレッドが縮小したこと
・2020年12月から2024年6月にかけて日米の金利差拡大観測から米ドルが対円で上昇したこと

（下落要因）
・2020年3月から4月にかけて新型コロナウイルスの感染拡大を受けた景気悪化懸念が高まる中、高債
務国であるイタリア国債の金利が大きく上昇し、信用スプレッドが拡大したこと
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※分配金再投資基準価額は分配金実績があった場合、分配金（税込み）を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運
用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※単位型投資信託は実際には分配金は再投資されませんのでご留意ください。
※騰落率は、小数点以下第2位を四捨五入して表示しております。

基準価額 分配金再投資基準価額



運用概況
運用方針に基づき、ソシエテ・ジェネラル・ルクセンブルグ・エス・エイが発行するユーロ円建債
券の組入比率を高位に維持しました。
なお、2025年3月11日にイタリア国債ユーロ円建リパッケージ債券は償還を迎えました。
設定来の投資対象債券の利率決定に関しては以下の通りとなりました。

利払日

2020年3月16日

クーポンレート
（年率）
1.49% －

クーポン基準日
米ドル円為替レート

－ －

クーポン判定日
米ドル円為替レート

－
2021年3月15日 0.51% 2019年3月29日 110.735円 2021年3月1日 106.545円
2022年3月15日 2.15% 2019年3月29日 110.735円 2022年3月1日 115.055円
2023年3月15日 2.15% 2019年3月29日 110.735円 2023年3月1日 136.405円
2024年3月15日 2.15% 2019年3月29日 110.735円 2024年3月1日 150.445円
2025年3月11日 2.15% 2019年3月29日 110.735円 2025年2月25日 149.725円

銘柄名：イタリア国債ユーロ円建リパッケージ債券（為替参照利回り変動型）

①第1回

②第2回以降

第1回利払は固定利率が適用されます。

クーポン基準日の米ドル円為替レートと比較したクーポン判定日の米ドル円為替
レートにより次のとおりとなります。
110.735円以上の円安の場合：年率
110.735円未満の円高の場合：年率

＜クーポンレート（利率）決定の仕組み＞

※米ドル円為替レートは原則として午後3時(東京時間)におけるBloomberg BFIX米ドル円為替相場の仲値
(出所：Bloomberg)

固定利率 年率 1.49％

2.15％
0.51％



項　目
当期

（2024年3月26日～2025年3月14日）
金額 比率

項目の概要

（ａ）信託報酬

（投信会社）
（販売会社）

（受託会社）
（ｂ）その他費用
（保管費用）

（監査費用）
合　　　　計

41　

（16）
（22）

（3）
2　
（1）

（1）
43　

0.405　

（0.160）
（0.213）

（0.032）
0.017　
（0.012）

（0.005）
0.422　

円 ％（ａ）信託報酬＝期中の平均基準価額×期末の信託報酬率
※期中の平均基準価額は10,183円です。
ファンドの運用、基準価額の算出、法定書類の作成等の対価
購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのフ
ァンドの管理等の対価
ファンド財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価
（ｂ）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管
及び資金の送金・資産の移転等に要する費用
監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出し
た結果です。

（注２）消費税は報告日の税率を採用しています。
（注３）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注４）各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、

項目ごとに小数第3位未満は四捨五入してあります。



（参考情報）総経費率

運用管理費用
（受託会社）

運用管理費用
（販売会社）

0.03％

その他費用
0.02％

 0.22％

運用管理費用
（投信会社）

0.16％
総経費率
0.43％

期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券
取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除し
た総経費率（年率）は0.43％です。

（注）費用は、1万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。
（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは

異なります。
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